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既存住宅売買・リフォームにかかる瑕疵保険 

出典：国土交通省「住宅瑕疵担保履行制度のあり方に関する検討委員会報告書 資料集」（平成27年３月）  

（年度） 

＊認可日・・・最初の保険法人が保険商品の認可を受けた日。 

1 

＜瑕疵保険の利用状況＞ 



出典：国土交通省「住宅瑕疵担保履行制度のあり方に関する検討委員会報告書 資料集」（平成27年３月）  

（＊）保険へ加入する事業者は、保険法人への登録が必要 

（＊） 

2 

＜リフォーム瑕疵保険＞ 



出典：国土交通省「住宅瑕疵担保履行制度のあり方に関する検討委員会報告書 資料集」（平成27年３月）  

（＊）保険へ加入する事業者は、保険法人への登録が必要 

（＊） 

3 

＜大規模修繕工事瑕疵保険＞ 



出典：国土交通省「住宅瑕疵担保履行制度のあり方に関する検討委員会報告書 資料集」（平成27年３月）  

4 

＜既存住宅売買瑕疵保険（宅建事業者販売タイプ）＞ 



出典：国土交通省「住宅瑕疵担保履行制度のあり方に関する検討委員会報告書 資料集」（平成27年３月）  

5 

＜既存住宅売買瑕疵保険（個人間売買タイプ）＞ 



住宅の耐震化の状況 
民間賃貸住宅の状況 

  

民営借家の１住宅当たり床面積及び 
一人当たり床面積の推移 

◇民営借家における１住宅当たりの面積及び一人当たりの床面積は、増加傾向となっている。 
◇民営借家において、バリアフリー化が徐々に進んでいる。 
◇旧耐震賃貸マンションにおいては、耐震化が進んでいない状況にある。 

（資料－４） 

民営借家のバリアフリーの状況の推移 

旧耐震賃貸マンションの耐震診断の状況 旧耐震賃貸マンションの耐震改修の状況 

（資料）マンション実態調査（平成25年 東京都都市整備局） 

（資料）住宅・土地統計調査（総務省）／住宅・土地統計調査東京都特別集計（東京都都市整備局） 

（㎡） 
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民営借家の建築時期別ストックの増減・民間賃貸住宅の着工状況 

（資料）平成20・25年住宅・土地統計調査／総務省 

◇民営借家（木造）は旧耐震基準のストックが減少している。 
◇平成22年以降、着工戸数は増加しているが、平均床面積は４０㎡程度と大きな変化はない。 
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昭和45年以前 昭和46年～55年 昭和56年～平成２年

平成３年～12年 平成13年以降

0 50 100 150 200

H20

H25

（万世帯）
民営借家（非木造）の建築時期別ストック数の推移

昭和45年以前 昭和46年～55年 昭和56年～平成２年

平成３年～12年 平成13年以降

0

10

20

30

40

50

60

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

S63 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26

民間賃貸住宅の着工戸数と戸当たり床面積の推移

戸数 戸当たり床面積

（戸）

（資料）建築統計年報／東京都都市整備局 

(㎡） 

7 



子育てに適した住環境の整備 賃貸住宅における入居選別やトラブルの状況 

民間賃貸住宅における入居選別の状況（全国） 
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（資料）安心居住政策研究会（平成27年10月14日・国土交通省） 

【（財）日本賃貸住宅管理協会による調査】平成27年３月 

・高齢者、子育て世帯、障害者等の住宅確保要配慮者に対する入居選別は、高い水準になっている。 
・都に寄せられた不動産取引に関する相談では「原状回復」、「契約」に関することが多い。 
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地域工務店から消費者への情報提供の手引き （2007（平成19）年度～） 
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○情報提供の手順とポイント 

【内容】 
  新築時からアフターサービスに至るまでの各 
 段階で、住宅生産者から消費者に対する情報 

 提供の手順を２０項目のポイントとして提示す
る。 

【目的】 
  消費者と住宅生産者との間に知識や情報量の大きな格差 
 がある状況を踏まえ、消費者が安心して家づくりに取り組め  
 るよう、地域の工務店から消費者への適切な情報提供を促 
 進する。 【普及啓発の方法】 

  冊子の配布、ホームページ掲載等 

9 

これまでの都の取組 



 ２ 相談実績 

１ 目的 

  都民が安心して適切な住宅リフォームを実施できる 

 ような環境づくりをめざし、地域の工務店など地域の事 

 業者が守ることが望ましい基準（リフォーム１０）を策定。 

 

２ 普及啓発の方法 

  冊子の配布、ホームページ掲載等 

１ 概要 
   （公財）東京都防災・建築まちづくりセンターと連携し、同  
  センターが運営する東京都住宅リフォーム推進協議会内 
  に、住宅リフォームに関する相談窓口を設置している。  

あんしん住宅リフォーム相談窓口
（2005(平成17)年度～） 

住宅リフォーム事業者行動基準 
 リフォーム１０（2007(平成19）年度～） 

住宅リフォームガイド 
 （2009(平成21)年度～） 

１ 目的 
  消費者が安心して住宅リフォームを実
施できるよう、計画から契約、工事、引
渡しまでの各段階を通じて確認すべき
事項について、基本的な留意事項等を
示した。 

 
２ 普及啓発の方法 
  冊子の配布、ホームページ掲載等  

住宅リフォーム事業者行動基準（リフォーム10） 

①問合せに対する迅速かつ適切な対応と情報の開示 
②具体的に記載した見積書の提出 
③書面による工事請負契約 
④元請事業者の責任による工事・管理 
⑤工程表の提出 
⑥工事打合せ記録書の作成及び工事写真撮影の実施 

⑦工事完了確認書の提出 
⑧アフターサービスの実施 
⑨標準書式により関係書類を整備 
⑩トラブル等への責任ある対応 

２０１２（Ｈ２４） ２０１３（Ｈ２５） ２０１４（Ｈ２６） 

６６件 ３１件 ４１件 
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平成18年５月   「東京都中古住宅流通促進連絡会」設立 

※ 不動産仲介事業者、住宅検査・評価・保証機関、リフォーム事業者、 
  金融機関、損害保険会社の代表で構成 

平成19年７月   「安心して住宅を売買するためのガイドブック（戸建住宅編）」発行 

(主な内容) 
・中古住宅の売買にあたっての確認事項 
・住宅履歴の備えと住宅検査の実施の勧め 
・不動産取引と契約に際しての留意事項等 
 について、売主・買主・仲介事業者向けに解説 

平成20年８月  「安心して住宅を売買するためのガイドブック（マンション編）」発行 

（主な内容） 
・マンションの購入を検討するにあたって大切な視点 
・売買にあたってのチェックリストによる確認事項 
・不動産取引と契約に際しての留意事項等 
 について、売主・買主・仲介事業者向けに解説 

  ホームページ掲載、概要版の配布、都民情報ルームでの販売。 

１ 経過 

２ 普及啓発の方法 

11 

安心して住宅を売買するためのガイドブック 
 戸建住宅編（2007(平成19)年度～） 
 マンション編（2008(平成20）年度～） 



１ 目的 
 高度な技能を持つ職人の指導のもと、若者が「ものづくり」の職場体験実習を行い、「ものづくり」業種への就業 
の「きっかけ」にするとともに、技能の継承や後継者の育成を目的とする。  

○募集人員 40人 

＜平成27年度の予定＞ 

○実習期間 
6月下旬～平成28年2月下旬までの間

で連続した一ヶ月間のうち、実習日数
は20日間程度 

○職種 

日本調理、内装仕上げ、いす張り、家具製作、 

洋裁、和裁、貴金属装身具、タイル張り、印章彫刻、
建具製作、造園、本染手拭、木工塗装、捺染、 
江戸表具、左官、手猫友禅、畳製作、和竿製作、 
邦楽器製作、指物製作 

出典：東京都職業能力開発協会ホームページを基に作成 12 

職人塾（産業労働局） 
（2005（平成17）年度～） 



・１９８０年以降、大工就業者数は減少傾向にあり、又、職人の高齢化が進行している。 

出典：国土交通省「中古住宅・リフォームトータルプラン 参考データ」（平成24年2月）及び国勢調査より作成 

94,565  
45,595  32,754  13,880  16,657  19,444  

11,274  5,282  2,150  

219,255  
244,070  

209,099  

110,759  77,232  97,651  94,252  
65,451  

31,740  

248,120  

204,690  
241,911  

238,540  

170,036  109,484  
81,219  

85,110  

77,710  

136,485  
229,420  256,770  

196,426  

197,328  
221,371  

157,770  

89,237  

59,640  

89,875  
74,000  

134,072  

200,334  

195,007  
175,278  

178,803  

179,714  

117,090  

64,445  70,675  

62,097  

45,850  

77,827  138,594  

123,449  

115,074  

113,790  

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

1,000,000

1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 

15～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 

（人） 

852,745 
868,450 

936,703 

805,789 

734,087 
761,822 

646,767 

539,868 

402,120 

13 

＜（参考）大工就業者数の推移（全国）＞ 



物件の所在地 
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    住宅の賃貸借に係る紛争を防止するため、原状回復等に関する民法などの法律上の原則や判例により定着 
した考え方を宅地建物取引業者が説明することを義務付け 

  「東京における住宅の賃貸借に係る紛争の防止に関する条例」に基づく説明を行う宅地建物取引業者が、 

外国人借主に対して円滑に説明を行うことができるよう、「モデル説明書」「条例」「条例施行規則」の３点につい
て、日本語対英語・中国語（簡体字）・韓国語の３か国語との対訳版を作成 

  賃貸住宅紛争防止条例の施行（平成16年10月）に合わせて作成した「賃貸住宅トラブル防止 

 ガイドライン」を改訂（平成25年４月）。 
 

 【主な変更点】 
 ・「経過年数の考え方」など、原状回復における貸主と借主の費用負担の考え方について詳細な説明を追加 

 ・各種法律相談窓口やＡＤＲ（裁判外紛争解決手続）法に基づく調停機関等を紹介し、民事調停等の裁判手続 

  についても解説を追加 

 ・賃貸住宅標準契約書（改訂版）（平成２４年２月国土交通省公表）を掲載 

賃貸住宅紛争防止条例 
（2004（平成16）年度～） 

「賃貸住宅トラブル防止ガイドライン」の改訂 
（2013（平成25）年度～） 

日本語−外国語 対訳版 賃貸住宅紛争防止条例に基づく説明書（モデル）  
（2014（平成26）年度～） 



参考となる取組事例（国） 

【目的】 
 住宅リフォーム事業者の業務の適正な運営の確保及び消費者への 
情報提供等を行う等一定の要件を満たす住宅リフォーム事業者の団 
体を国が登録することにより、住宅リフォーム事業の健全な発達及び 
消費者が安心してリフォームできる環境の整備を図る。 
【団体の業務】 

 人材の育成・消費者相談業務・構成員への支援等 

【団体の登録要件】 

 ・一般社団法人、事業協同組合等であること 

 ・構成員の数が原則として概ね１００者以上 

 ・構成員の所在地が二以上の都道府県にわたること 

 ・消費者相談窓口の設置、消費者への情報提供 

【構成員が行うべき事項】 

 ・書面の交付（見積り、契約時） 

 ・瑕疵保険への加入 

【団体の登録状況（平成27年５月18日現在）】 

・一般社団法人マンション計画修繕施工協会 

・一般社団法人日本住宅リフォーム産業協会 

・日本木造住宅耐震補強事業者共同組合 

・一般社団法人リノベーション住宅推進協議会 

・一般社団法人ベターライフリフォーム協会 

・一般社団法人日本塗装工業会 

    

国 

団
体
（事
務
局
） 

リ
フ
ォ
ー
ム
事
業
者 

人材育成（研修、独自資格等） 登録・更新 

報告 

（資格・能力の状況、保険加入状況等） 

報告 

（消費者相談、人材育成活動等） 

消費者保護等のための 

指導・助言・勧告・登録抹消 

指導・助言・勧告・除名 

情報提供等 

消費者 

団体情報の提供 
相談窓口 工事 

事業者団体（社団法人等） 

書面交付 
重要事項説明 
誇大広告の禁止 

保
険
法
人 

一定額以上の工事は 
原則保険加入 

出典：国土交通省ホームページを基に作成 15 

住宅リフォーム事業者団体登録制度（国土交通省） 

＜平成26年９月１日 施行＞ 



【目的】 
 木造住宅の多くを供給する中小工務店を中心とした地域の木   
造住宅・建築物生産体制の強化を緊急に促進することにより、住 
宅市場活性化を図る。 

出典：国土交通省ホームページを基に作成 

【内容】 
 中小住宅生産者等が他の中小住宅生産者や木材供給、建材 
流通等の関係事業者とともに構築したグループを公募し、共通 
ルール等の取組が良好なものを採択する。当該共通ルール等に 
基づき木造の長期優良住宅等の建設を行う場合、その費用の一 
部を補助する。 
  

【採択実績】 

平成24年度 平成25年度 平成26年度 

478 グループ 480 グループ 486 グループ 

関連事業者の 
連携体制の構築 

中小 
工務店 

建材流通 
事業者 

製材 
事業者 

原木 
供給者 

プレカット 
事業者 

建築士 
事務所 

グループの構築 

・地域型住宅の規格・仕様 

・資材の供給・加工・利用 

・積算、施工方法 

・維持管理方法 

・その他、グループの取組 

共通ルールの設定 

地域型住宅・建築物 
の整備 

補助内容 

（１）住宅への支援（長期優良住宅の整備） 

（１事業者当たりの上限 10戸（被災地20戸）） 

１戸当たり100万円を限度に補助 

地域材を多用する場合に20万円を限度に加算 

（２）店舗等の非住宅への支援 

（認定低炭素建築物など一定の良質な木造建
築物の整備） 

＋ 

（１事業者当たりの上限 1,000㎡以下） 

床面積１㎡あたり１万円を限度に補助 

16 

地域型住宅ブランド化事業（国土交通省） 

＜平成24年度～平成26年度＞ 



物件の所在地 
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 所有者（貸主）と利用者（借主）双方のニーズや懸念事項に対応した個人住宅の賃貸流通に資する指針（ガイドライン）を作成 

○「取組み推進ガイドライン」 

○「賃貸借ガイドライン」 

○「管理ガイドライン」 

定住対策や空き家活用に取り組む自治体や事業者向けに、空き家物件の掘り起しや定住相談など具体的な支援策の提示や 
先進的な地域の取組み事例を紹介 

貸主が修繕を行わず現状有姿のまま賃借し（賃料を相場より安く設定）、借主が自費で修繕やDIYを行う借主負担型の賃貸借 
契約の指針を新たに策定 

空き家や留守宅の管理の必要性や、管理業者を選ぶ際の留意事項、実際に所有者が管理サービスを選択する際の確認事項 
などの指針を新たに策定 

賃貸住宅の管理業務の適正化を図るために、国土交通省の告示による賃貸住宅管理業の登録制度を創設 
賃貸住宅管理業務に関して一定のルールを設けることで、借主と貸主の利益保護を図る 
また登録事業者を公表することにより、消費者は管理業者や物件選択の判断材料として活用することが可能 

○「個人住宅の賃貸活用ガイドブック」 

「個人住宅の賃貸流通の促進に関する検討会」の報告書をもとに、地方公共団体や事業者向けに作成 

賃貸住宅管理業者登録制度（国土交通省） 

＜平成23年12月告示＞ 

「個人住宅の賃貸流通の促進に関する検討会」の最終報告（国土交通省） 
＜平成26年３月公表＞ 



物件の所在地 
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 ７＜賃貸借＞敷金及び現状回復義務について  
  ・ 「敷金」を「家賃などの担保」と定義。借り主が部屋を引き渡したとき、敷金を返還する義務が家主に発生することも規定 
  ・原状回復義務の範囲の明文化。通常損耗あるいは経年劣化は民法本来の原状回復義務の範囲には含まれない、というこれまでの 
        判例法理が明文化. 

民法改正に向けた動き 

「民法（債権関係）の改正に関する要綱案」のポイント 
 

 １＜売買・請負＞瑕疵担保責任について 
  「瑕疵」の文言を削除し、「目的物が種類又は品質に関して契約の内容に適合しない」場合の責任について規定 
  

  ２＜売買＞売買の隠れたものであるという要件の削除について 
  これまで「隠れた」瑕疵についての担保責任について規定されていたが、「隠れた」との要件は削除 
 

  ３＜売買・請負＞債務不履行による損害賠償と契約の解除について 
  ・請負の瑕疵担保責任について、これまでただし書きで除外されていた、建物その他の土地の工作物についても契約解除が可能 
  ・売買及び請負の瑕疵担保責任に関し、債務不履行による損害賠償及び契約の解除については、これまでと異なり、債務不履行に 
    よる一般原則及び契約の解除の一般原則に基づくものとなる。これにより、 損害賠償の責任は、無過失責任から過失責任となる。 
 

  ４＜売買＞売買の履行追完義務(補修請求）について 
  引き渡された目的物が種類・品質又は数量に関して契約の内容に適合しないものであるときは、買主は、売主に対し、目的物の修補、 
  代替物の引渡し又は不足分の引渡しによる履行の追完を請求することができることとなる。 
 

  ５＜売買・請負＞代金減額請求及び報酬減額請求について 
  引き渡された目的物が種類・品質又は数量に関して契約の内容に適合しないものである場合において、買主は、その不適合の程度に 
  応じて代金の減額を請求することができることとなる。（請負についても同様であり、報酬の減額請求が可能。） 
 

  ６＜売買・請負＞瑕疵担保責任の期間制限について 
  ・売主が種類又は品質に関して契約内容に適合しない目的物を買主に引き渡した場合において、買主がその不適合の事実を知った時 
    から１年以内に当該事実を売主に通知しないときは、買主は、その不適合を理由とする履行の追完請求、代金の減額請求、損害の賠   
    償請求及び契約の解除をすることができないこととなる。（請負についても同様。） 
  ・請負による建物その他の土地の工作物に係る瑕疵担保責任の特例について、通常は引渡し後１年。木造又は地盤に関する瑕疵に 
    ついては５年、コンクリート造等の工作物は10年、これらの瑕疵により滅失又は損傷したときはその時から１年以内、とする期間制限   
    の特例が削除 



参考となる取組事例（民間） 

スムストック（優良ストック住宅推進協議会） 
＜平成20年７月～＞ 

北海道Ｒ住宅（北海道Ｒ住宅事業者ネットワーク） 
＜平成21年６月～＞ 

○主な査定の特徴 
・ 耐用年数が異なる構造耐力上主要な部分（スケルトン）と、 
 内装・設備の部分（インフィル）を別々に査定する。 
・ 建物と土地の価格を別々に表示する。 
・ 協議会から認定された住宅販売士が査定、販売を行う。 

○スムストックとは 
・ 優良ストック住宅推進協議会の会員各社（住宅メーカー10社） 

が、これまで供給してきた建物のうち、次の条件を満たすものを
「スムストック」として認定し、独自の査定方式を用いて、建物の
価値を評価する。 
 

○北海道Ｒ住宅とは 
・ 消費者が安心してリフォームを行い、良質な既存住宅を取引 
 する仕組み。 
・ 住宅改修事業者、不動産事業者、建築士設計事務所が北海  
 道Ｒ住宅事業者ネットワークを形成し、北海道がオブザーバー 
 を務める。 

○北海道Ｒ住宅の流れ 

住宅検査 

リフォーム 

改修履歴の記録 

性能・品質の表示 

瑕疵保険の加入 

第三者（建築士）が調査し、改修
内容をアドバイスする。 

耐久性、耐震性、省エネ性等、住宅
性能が向上するリフォームを行う。 

Webソフトに改修履歴等の情報を
入力し、保管する。 

改修後の住宅性能を表示する。 
（住宅品質カルテの出力） 

既存住宅売買瑕疵保険に加入す
ることを義務付ける。 

① 住宅履歴データベースの保有 
② 50年以上のメンテナンスプログラム 
③ 新耐震基準レベルの耐震性の保持 

住宅・建物 

土地 

＋ 

住宅・建物 

土地 

スケルトン部分 

償却期間50年 

インフィル部分 

償却期間15年 

一般査定方法 スムストック式査定方法 

出典：優良ストック住宅推進協議会事務局「優良ストック住宅推進協議会取組実
績とスムストック査定方式について」（平成25年９月26日）を基に作成 出典：北海道Ｒ住宅ホームページを基に作成 
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中古住宅安心パック（静岡不動産流通活性化協議会） ＜平成25年４月～＞ 

○中古住宅安心パックとは 
  調査・検査・工事等を実施する事業者、不動産取引・流通・その 
 ほか関連する事業者、売買に関する事業者により組織される静岡 
 不動産流通活性化協議会が、次の調査等をパックで提供する 
 サービス。 グリーンテスト 

建物検査 

瑕疵担保保険 

白アリ検査・1年保証 

リフォーム査定 

住宅履歴登録 

不動産鑑定士価格報告書 

専用住宅ローン 

重要事項説明書チェック 

建物敷地・現況調査 

地盤、地中残存物、土壌汚染調査 

既存住宅瑕疵担保保険の付保を
目的とした調査 

給排水管路特約付き保険 

白アリの有無のチェック、及び引渡
後 １年間の保証。 

建物検査での指摘箇所の改修、
その他一般リフォーム費用の見積
もり 

建物検査、白アリ検査等の結果を
登録し、Webで提供。 

グリーンテスト、建物検査を実施し
た物件について、不動産鑑定士に
よる査定と報告書の発行。 

中古住宅安心パックを利用した物
件に対し、住宅ローン金利の割引 

宅建業者が作成した重要事項説
明書のチェック 

現況と登記内容の整合を調査し、
必要に応じ、測量・登記申請を行
う。 

「中古住宅安心パック」は、静岡不動産流通活性化協議会ＨＰを参考に作成 

「まもり住まい安心パートナーパック」は住宅保証機構株式会社による報道発表
資料（平成27年８月10日）を参考に作成 

「住宅ﾌｧｲﾙ制度」は公益社団法人 日本不動産鑑定士協会連合会による民間
発表資料（平成25年９月）を参考に作成 

売主 

宅建業者 

買主 

宅建業者 

付加価値物件 
専門サイト 

静岡不動産取引所 

静岡不動産流通活性化協議会 

調査・検査・工事等
を実施する事業者 

（不動産鑑定士、
土地調査会社等） 

不動産取引等に関
する事業者 

（不動産流通団体
等） 

売買に関する 
事業者 
（金融機関等） 
 

オブザーバー
（静岡県等） 

サポートセンター 
（協議会事務局） 

運営 

サービス 
申込み 提供 

サービス 
申込み 提供 

掲載 閲覧 

○実施体制 

○サービス内容 

出典：静岡県不動産流通活性化協議会ホームページを基に作成 20 



住宅ファイル制度 
（(公社）日本不動産鑑定士協会連合会等） 
＜検討中＞ 

まもり住まい安心パートナーパック 
(（一財）ハトマーク支援機構等） 
＜平成27年９月～＞ 

○まもり住まい安心パートナーパックとは 
  （一財）ハトマーク支援機構と住宅保証機構（株）が連携し、 
 47都道府県宅地建物取引業協会の会員事業者に対して、 
 下記サービスをワンパッケージで提供する。 

○住宅ファイル制度とは 
  建物調査（瑕疵保険付保の調査、フラット35適合検査、耐震  
 診断等）および白蟻検査の報告書を基に、中古住宅の経済的 
 残存年数を把握し住宅の適正価格を示す、第三者たる専門家 
 の統一された調査報告スキーム。 

消
費
者 

会
員
事
業
者 

物件調査 

住宅検査事業者の提供 

売買契約 

既存住宅瑕疵保険の付保 

維持管理 

住宅履歴蓄積サービス 
定期点検代行事業者の提供 

提供サービス 

窓口 提供 

売
主 

買
主 

○
○
流
通
促
進
機
構
（窓
口
） 

 
物件調査書 
「重要事項説明書の一部」 

宅地建物取引主任者 

 
瑕疵保険付保調査 
フラット35適合検査 
耐震診断、補修費用積算 

インスペクター 

 
シロアリ点検、保証付 

防蟻業者 

 
住宅価格調査 

不動産鑑定士 

住
宅
フ
ァ
イ
ル
報
告
書 

 
金利優遇等 

金融機関 

申込 

依頼 

住宅ファイル引継 

出典：住宅保証機構（株）ホームページを基に作成 
出典：近畿不動産活性化協議会『民法改正を見据え、中古住宅市場活性化に寄与する
「住宅ファイル制度」の試行報告～買主への情報提供の観点を中心に～』(平成27年３月
18日)を基に作成 
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参考となる取組事例（他の自治体） 

埼玉県多子世帯向け中古住宅取得・リフォーム支援
事業 （埼玉県） ＜平成27年度～＞ 

流山市高齢者住み替え支援制度（千葉県流山市） 
＜平成26年度～＞ 

福生市優良住宅取得推進事業（東京都福生市） 
＜平成27年度～＞ 

○福生市優良住宅取得推進事業とは 
 福生市内における子育て世代の定住及び住環境の向上を推進 
するために、市内に新築の長期優良住宅を取得し、居住する子育   
て世帯に対して、その住宅（家屋）に対して課される固定資産税・ 
都市計画税の相当額を課税初年度から最長５年間助成する事業。 

○助成金額・期間 
【助成金額】 

・家屋に係る固定資産税、都市計画税相当額（１年度につき上限
10万円） 
【助成期間】次のいずれか早い年度まで 
・対象住宅の固定資産税、都市計画税の課税初年度から５年度 
・同居する子の全員が16歳に達する年度 

○流山市高齢者住み替え支援制度とは 

 シニア世帯の住み替え支援と、子育て世帯の市内への移住を
促進することを目的とした制度。自宅の売却を考えるシニア世帯
と、中古住宅の購入を希望する子育て世帯が、住宅に関する相
談を行える仕組み。 

○制度の仕組み 

 市内の不動産業者及び建設業者、市内及び近隣市の設計業
者が一つの住み替え支援組織をつくり、市に登録し公表される。 
 支援組織は、住宅、マンションの情報、リフォームの提案、リ 
フォーム工事の見積もり等を提供するとともに、既存住宅売買  
瑕疵保険、リフォーム工事等の業務を請け負うことが可能。 
 各種相談を一か所で行うことができる。 

安心住み替え 
相談窓口 

○住宅情報全般 
○高齢者施設情報 

市役所 

設計業者 

・建物検査 
・リフォーム提案、設計等 

不動産業者 

・住宅情報 
・瑕疵保険 

建設業者 

・建物検査 
・リフォーム提案、設計等 

住
み
替
え
支
援
組
織 

登録 

公表 

シニア世帯、子育て世帯 

相談 

○埼玉県多子世帯向け中古住宅取得・リフォーム支援事業 
 多子世帯（18歳未満の子が３人以上）による中古戸建住宅（床面
積100㎡以上かつ新耐震基準適合）の取得及びリフォームにかかる
諸経費について、補助金を交付する。 

○補助の対象及び金額（県補助金）の例 
・中古戸建住宅を取得し、リフォームする場合（住宅ローンの利用あ 
  り）：50万円（手数料・保証料等） 
・中古戸建住宅を取得する場合（住宅ローンの利用あり）：40万円
（手数料・保証料等） 
・戸建住宅をリフォームする場合：5万円（瑕疵保険料・工事検査料） 

出典：千葉県流山市ホームページを基に作成   出典：東京都福生市ホームページを基に作成 

 出典：埼玉県ホームページを基に作成 
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